
　なお、公表する資料の中の「類似団体」とは、人口規模と産業構造により、一般市を１６の類型に

分類したものです。本市は、この分類上「Ⅱ－１」の類型に該当し、人口規模では、５万人以上１０

万人の市がこの対象となります。（資料中の空欄の箇所については、国、類似団体などの資料が

公表され次第掲載する予定です。)

問合先＝職員課（５６）１３８６

１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。
      ２　職員数は、平成１９年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項

給与の抑制措置の状況

役職加算率の引下げ ２０　→　１０％

課長相当職以上の役職加算率の引下げ

８級の職員 ２０　→　１０％

7級の職員 １５　→　１０％

年度別人件費の削減効果額

１９年度 118 万円 1,378 万円

１２年度 310 万円 14,870

給　 料　　　　　　Ａ 職員手当

3,434,405 800,392 1,484,009

千円

年　度

１３年度

区　分

１９年度

（参考）類似団体平均

28.9

平成18年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

29.0

　　　　　　％

（参考）実 質 収 支

Ｂ

人 件 費 人 件 費 率

Ｂ／Ａ

　　　　　千円 　　　　　千円

1,293,043 7,918,242

一人当たり

住民基本台帳人口

（平成19年度末）

君津市の給与・定員管理等について

本市職員の給与、定員管理などについてお知らせします。

人　

歳 出 額
区　　分

１９年度 90,194

平成 　　　　　　　千円

Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費職員数

特別職

一般職

１４年度

１８年度

１５年度

１６年度

１７年度

平成

836

27,341,594

人 千円

5,718,806 6,841

千円　　　　　千円 千円

期末勤勉手当の減額

抑制措置

期末手当の減額

平成９年４月から当分の間

千円

万円

万円

万円

9,998
5,279
5,301

万円

万円

万円

特　別　職

520
530 万円

万円

一人当たり給与費　　計　　Ｂ期末・勤勉手当 給与費 B/A

一　般　職

6,510

万円

万円

平成９年４月から当分の間

実施期間 内　　　　容

8,525

1,356

万円

万円

542
395
395

万円190

区　　分

1



(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）
　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す
指数です。

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
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人件費
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100.5

(H19)

96.9

(H19)
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平

        均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものです。

（2) 職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円

円 円

円

140,100

49.7

47.4

43.5

（Ⅲ種）

―

368,750

390,086

344,394

320,623

千葉県

国

類似団体

41.1 325,113

4,784 284,67948.9

376,572

413,100

351,476

379,308

32

22

17

335,400

335,900

308,900

区　　分

387,506―

44.8

区　　　　　分

144,500

144,500

高　校　卒

うち用務員

うち清掃職員

うち学校給食員

君　津　市 395,101

類似団体

君津市

千葉県

357,100

国

君　津　市

高　校　卒

経験年数１５年

技能労務職

円

国千　葉　県

円178,800
185,800

172,200

（Ⅰ種）

（Ⅱ種）

144,500

一般行政職

高　校　卒

―

高　校　卒

385,425

360,800

338,525

大　学　卒 178,800

中　学　卒

大　学　卒

137,200

区　　　　分

296,100

―

経験年数１０年

一般行政職

― 308,913

441,452

―

320,200

264,600

313,700

経験年数２０年

144,500

平均給与月額平均給与月額平 均 年齢 平均給料月額

平均給与月額

（国ベース）

48.5

区　　　分

109 338,300

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額

（国ベース）

418,565

技能労務職
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在）

（注）１　君津市の一般職の職員の給与等に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　　　３　平成２０年度地方公務員給与実態調査による一般行政職４５２人の級別の内訳です。

  

※　平成１９年４月１日から９級制を８級制に移行しました。

32

6.2

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人
部長、次長

28

副主査

区　　分

６　　級

　　　　　　　　％

16.8

５　　級

８　　級

７　　級

76

３　　級

標準的な職務内容

　　　　　　　　人

職員数

67
主任主事、主任技師

１　　級

４　　級

２　　級

14.8

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

13.1

　　　　　　　　人

59

　　　　　　　　人

9.3

構成比

　　　　　　　　％

42
主事、技師

主事、技師

　　　　　　　　％

7.1

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

20.3

課長、主幹

主査、主査補

　　　　　　　　人

92

副課長、副主幹
　　　　　　　　人

56 12.4

　　　　　　　　％

１級

9.3%
１級

7.0%
１級

1.4%

２級

13.1% ２級

10.1%
２級

5.1%

３級

14.8%
３級

19.2%

３級

10.7%

４級

7.1%
４級

3.1%

４級

6.6%

５級

20.3%
５級

27.6%

５級

1.4%

６級

16.8%

６級

16.0%

６級

44.0%

７級

12.4%

７級

10.9%

７級

16.5%

８級

6.1%

８級

11.0%
８級,

8.9%

９級

0.0%

９級

0.0% ９級

5.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２０年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

  所属長が部下の執務状況や能力を観察し、必要に応じて指導するとともに、研修などの結果を評価し、

総合的に勤務成績を評定している。

　なお、勤勉手当は一律支給している。

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（19年度支給割合） （19年度支給割合） （19年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　５～１０％ 役職加算　５～2０％

管理職加算　　　なし 管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給率です。

（2) 退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

調整額 調整額

※　職員の区分（第１号区分～第１１号区分）に応じて ※　職員の区分（第１号区分～第１１号区分）に応じて

定める額（調整月額）のうち、その額が多いものから60 定める額（調整月額）のうち、その額が多いものから60

月分の調整月額を合計した額 月分の調整月額を合計した額

（退職時特別昇給） 勧奨退職者　4号給以内 （退職時特別昇給） なし

一人当たり 資料　なし

平均支給額 自己都合 勧奨・定年

千円 千円

（注）1 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員に支給された平均額です。

　　　2 退職手当は、千葉県市町村総合事務組合の退職手当条例で支給率が定められています。

 (3) 地域手当

（平成２０年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

1.503.00

296,275

41.34

1.60

君津市

0.75

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

国の制度（支給率）

934

支給対象地域

１人当たり平均支給額（平成19年度）

国君　　　　　　　　　　　津　　　　　　　　　　　市

１人当たり平均支給額（平成19年度） ―

47.5

1.60 0.75

3.00 1.50

23.5

33.5

30.55

41.34

支給実績（平成19年度決算）

支給率

353,129

国

08 911

59.28

26,681

定年前早期退職

（２～20％加算）

1.503.00

君　　　　　津　　　　　市 千　　　　　葉　　　　　県

1,924

0.75

23.5

33.5

30.55

（２～20％加算）

59.28

47.5

59.28

定年前早期退職

特例措置

1.60

特例措置

支給対象職員数

59.2859.28

59.28
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 (4) 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

年末年始に勤務した職員

交通指導員

消防本部又は消
防署に勤務する
職員

週休日及び勤務時間の割振りを定
められた職員（消防職員を除く。）

清掃業務員　

行旅死亡人の取扱業務

毒物、劇物を取扱う業務

動物の死体処理業務

狂犬病の予防注射、犬の捕獲業
務

行旅病人の取扱業務

廃棄物の収集運搬、処理業務

１件　300円

日額　500円

日額　200円

日曜日、土曜日及び休日に勤務
が割り振られ職務に従事

延長保育の業務

半日　250円

月額　300,000円

月額　229,000円

生活保護業務

１２月29日から翌年の１月３日まで
の間の勤務又は宿日直勤務

診療所長としての業務

社会福祉士又は社会福祉主事の
職にある職員

消防署に勤務する職員のうち、救
助隊員

特別救助活動の業務

小櫃診療所長

松丘診療所長

年末年始業務手当
日額　3,000円（勤務
が４時間以下の場合、
1,500円）

月額　3,500円

医務手当
国保診療所に勤
務する医師

診療所長手当

特別診療・研究
手当

月額　2,500円

月額　191,000円

日額　200円

日額　200円

日額　500円

１回　320円

日額　200円

１回　150円

１回　260円

１夜　350円

滞納者を訪問しての保育料の徴収
事務

感染症患者の輸送、発生場所の
消毒等

隔日勤務を正規の勤務としている
職員の深夜における勤務

日額　200円

滞納処分の執行のため、滞納者を
訪問しての財産差押え事務

21種

１回　650円

支給実績（平成19年度決算）

清掃施設業務手当
清掃事務所又は衛生センターに
勤務する職員

社会福祉事務に従事する職員
日額　2,500円

日額　1,500円

日額　200円

行旅死病人措置手当

変則勤務手当

出動手当

清掃業務手当

隊員

普通機関員

大型機関員

毒物劇物取扱手当

動物死体処理手当 環境衛生事務に従事する職員

救急救命士

救助業務手当

自動車運転手又は図書館に勤務
する職員

福祉業務手当

大型自動車等運転業務
手当

交通指導業務手当

14,250

１件　500円

左記職員に対する支給単価手当の名称 主な支給対象職員

39.5

感染症防疫手当

税務特殊手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

市税徴収手当

手当の種類（手当数）

43,182

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成19年度）

交通を遮断することなく行う道路の
維持修繕業務

電気主任技術者の資格を有する
職員

出動時の特定行為

主な支給対象業務

月額　2,000円

廃棄物の処理業務

日額　600円

日額　200円

１回　125円

電気主任技術者手当

保健衛生事務に従事する職員

夜間特殊業務手当

市税の滞納処分等の事務に従事
する職員

消防署に勤務する職員

児童福祉事務に従事する職員

法令等により義務付けられた電気
主任技術者としての業務

保育園の保育士

市税の徴収事務に従事する職員

日額　500円

犬取扱作業手当 環境衛生事務に従事する職員

街頭で行う交通安全指導、啓発等
の業務

乗車定員１１人以上の車両、建設
作業用特殊車両の運転。図書館
に勤務する職員の移動図書館車
の運転

滞納者を訪問しての市税の徴収事
務

保育料徴収手当

救急、火災又は災害等による出動

環境保全事務に従事する職員

建設部に勤務する作業員又は自
動車運転手

道路上作業手当
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成２０年４月１日現在）

○　配偶者 13,000円
○　配偶者以外の扶養親族

　 １人 　６，５００円

（ただし、配偶者がない場合の１人目

は、１１，０００円）

○ 満１６歳の年度初めから満２２歳の年

度末までの子がいる場合の加算額

　　　　 １人につき　５，０００円

　　　　

支給実績（平成19年度決算）

　 ８９，１４５円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１9年度決算）

　 ２２２，８６３円

○ 借家の場合

家賃の額に応じて２７，０００円を限度

に支給

（家賃１２，０００円を超える場合に

限る。）

○ 自宅の場合 ６，０００円 ○ 自宅の場合 ２，５００円

自宅を新築の場合

（新築、購入後５年間）

支給実績（平成１9年度決算）

４７，２５５千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１9年度決算）

１２９，１１２円

○ 電車、バスを利用する場合 ○ 電車、バスを利用する場合

全額支給（６箇月定期券等の価額によ ５５，０００円まで全額支給

る一括支給を基本）

○ 乗用車等を利用する場合 ○ 乗用車等を利用する場合

使用距離等に応じて３，８００円～ 使用距離等に応じて２，０００円～

２１，４００円を支給 ２４，５００円を支給

支給実績（平成19年度決算）

６５，０９８千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

9６，７２８円

※ 休日勤務手当、夜間勤務手当を含んでいます。

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 18 年 度 決 算 ）

国

国

国の制度

250

134,625支 給 実 績 （ 平 成 18 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ）

扶養手当

202

区　　　　分 君　　　　津　　　　市

区　　　　分

区　　　　分 君　　　　津　　　　市

159,756

同じ

異なる
通勤手当

住居手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 19 年 度 決 算 ）

国の制度

との異同

異なる

国の制度

との異同

国
との異同

同じ

君　　　　津　　　　市

7



○ 管理又は監督の地位にある職員のう ○ 管理又は監督の地位にある職員のうち

ち、その職務の特殊性に基づき、その 規則で指定する官職を占める職員に

職員の給料月額の１００分の１５を超え 支給

ない範囲内で支給

代表的な職務区分ごとの支給率

部長 別調整額の区分別に定額の手当

次長 額が定められている。

課長

主幹

副課長

副主幹

支給実績（平成１9年度決算）

１１１，００８千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１9年度決算）

５３６，２７１円

○ 宿日直勤務を命じられた職員に支給 ○ 宿日直勤務を命じられた職員に支給

勤務１回につき　　　 5,000円 普通宿日直勤務 4,200円

支給実績（平成19年度決算）

２，６００千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

８，４４２円

５　特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

月分

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額）

　　　950,000円×48月×35/100＝　15,960,000円

　　　800,000円×48月×25/100＝　 9,600,000円

(注) １　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

8%

君　　　　津　　　　市

9%

俸給表別、職務の級別、俸給の特

国
国の制度

との異同

異なる

950,000

15%

13%

12%

11%

管理職手当

退
職
手
当

給

料 800,000

区 分

（参考）類似団体における最高／最低額

副 市 長

市 長

給 料 月 額 等

区　　　　分 君　　　　津　　　　市
国の制度

との異同

異なる

議 長

市 長

4.65

4.65

副 市 長

備　　　　考

　　（平成１9年度支給割合）

宿日直手当

議 員

報

酬

副 議 長

市 長

議 長

区　　　　分

470,000

450,000議 員

　　（平成１9年度支給割合）

4.45

4.45

副 議 長

副 市 長

530,000

期
末
手
当 4.65

国
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

議　　　会

総務企画 事務の効率化など

税　　　務 退職者の不補充

民　　　生 延長保育の充実など

衛　　　生 欠員不補充など

労　　　働

農林水産 退職者の不補充

商　　　工

土　　　木 業務増

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

退職者の不補充

新消防署分署の設置

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

0人 

8人 
145人 

81人 
164人 
38人 

消防部門

11人 

838人 

病　　院

79人 
168人 
37人 

142人 

911人 
72人 
38人 
23人 
11人 

912人 
74人 
39人 

水　　道

△ 1

職 員 数

平成１９年

[ １，０１１ ］

8人 

546人 
76人 
6人 

28人 
0人 

154人 

544人 
77人 
6人 

27人 

[ １，０１１ ］

24人 

0

主 な 増 減 理 由
　　　　　　　　区　　分

　部　　門

一
般
行
政
部
門

＜参考＞

事務の統廃合縮小など

　[    0    ］

△ 1

△ 2

0

＜参考＞

93.0

△ 1

＜参考＞

△ 1
△ 2

退職者の不補充

101.0

対前年
増減数平成２０年

839人 

1

△ 3

4
△ 2

△ 8
11
1

0

0
△ 1

60.3

普
通
会
計
部
門

計

教育部門

小　計

149人 
146人 

138人 

公
営
企
業
等

会
計
部
門

合　　計

小　計

その他
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在）

　

１　職員数は一般職に属する職員数です。

２　平成２０年度地方公務員給与実態調査による数値です。

(3)定員管理の数値目標

区分

部門

未満

20歳 24歳

～ ～

27歳

職員数

構成比

区　分
～

23歳

1.6％ 

61人 68人 

6.7％ 7.5％ 

20歳

うち公営企業

930人 929人

27人 24人

32歳

総　　　数

数　　　　値　　　　目　　　　標

100.0％ 

203人 0人 15人 

△ 1人

911人 

39歳

22.3％ 

59歳 以上

計

～

52歳

58人 

5.1％ 6.4％ 

47人 

47歳43歳

36歳28歳

～

11.0％ 7.8％ 

71人 100人 

8.1％ 

74人 

～

31歳 35歳

40歳 44歳

～

△ 139人 △ 13.0％

△ 3人 △ 11.1％ - -

△ 0.1％

増減数

（　参考：　Ｈ11 対 Ｈ22　）H17.4.1

職員数

H22.4.1

職員数 増減率増減数 増減率

Ｈ17　対　Ｈ22

6.6％ 

55歳

60人 

16.9％ 

51歳

154人 

56歳 60歳

0.0％ 

～ ～

48歳

～

（注）

0

5

10

15

20

25

30

構成比

５年前の構成比

%
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